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研究成果の概要（和文）： 
 リーマン・ショック等により当初予定していた自動車産業、半導体産業を対象とした研究遂

行は困難となった。そこで、調査対象産業を広げて研究の目的である情報の抽象化と構造化を

通じた産業間での技術共同開発に際し考慮すべき基本的かつ実際的な要素の解明を行った。「技

術移転の条件」「必要とされる技術・製品に対する認知レベルの統合度」「技術開発に求められ

る人材像」の三つについて学術的にも実際的にも基本的で重要な知見が得られた。 
 
研究成果の概要（英文）： 

It had become difficult for us by the Riemann shock to accomplish the research 
planned beforehand that focused on the relation between the automobile industry and 
the semiconductor industry. Then, by including other industries into the objective 
industry for research,  we tried to clarify the key elements in joint development 
between different industries through abstracting and structurizing of information.  
As the results, three practical, academic, basic, important concepts "Condition of 
the technology transfer", "Integrated level of the cognitive level against needed 
technology and product", and "Talent image requested from technological development" 
were obtained. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 技術の高度化・複雑化はその技術の発展
を促す母体となった産業分野を超え、新たな
産業を生み出すと共に、既存産業間に関係改
善を促す状況を創り出している。しかし、各

産業にはそれまでの歴史や商習慣の中で醸
成された技術文化とでも言うべき科学観、技
術観があり、例え将来の製品開発に互いの技
術が必要であることを認識していたとして
も、製品開発のために既存産業の枠組みを超
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えた連携を円滑に行うことは容易ではない。
中でも既存のビジネスモデルでは利益が相
反するように見える場合はなおさらである。 
 
(2) 自動車用車載半導体は自動車産業、半導
体産業両者の将来に対して多大の影響を持
ち、その開発には両産業の先端技術の集約が
必要となるが、両産業が協調共生的に車載半
導体を共同開発する姿勢は見られない。 
 
(3) この産業間共同開発の問題は薬剤カテ
ーテル等医療用機器を巡る医療機器産業と
製薬産業、インターネットを挟んでの放送業
界と通信業界等、多くの産業領域で見られる。 
 
２．研究の目的 
(1) 自動車用半導体を題材として、既存のビ
ジネスモデルでは利益相反が生じるために、
技術的には相互の知識を必要としているに
もかかわらず協調関係を築くことが難しい
産業同士が相互の技術を活かして共生的に
発展するために求められる技術開発手法、及
びそれを実行するための組織や制度の在り
方を明らかにする。具体的には 

A；自動車電子化に共同で取り組む欧米の
自動車、電装、半導体各メーカーの技術文化
調査。  

B；情報の抽象化と階層化を通じた産業間
での技術共同開発の方法のモデル化。 
を行うことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1) 当初は経済産業省平成 19 年度「自動車
の電子化に関する研究会」において代表研究
者が提案し自動車・半導体両産業代表者から
も賛同を受けた素子案をたたき台として産
業間での共同開発を検討する過程の中で同
時進行的に A 、B 両目的の研究を進める予定
であった。しかし、政権の混乱（07 年参院選
での自民党敗戦による予算の大幅変更）とそ
れに続くリーマン・ショック、半導体業界の
再編などにより自動車・半導体両産業とも大
混乱となり共同で車載半導体を開発する状
況ではなくなってしまった。（例えば本研究
に積極的に協力をしてくれていたルネサス
は NEC エレクトロニクスとの合併があり新
たな投資、新規開発を凍結した。）すなわち、
目的の A は実施困難な状況となった。 
 
(2) そこで代表研究者等はより汎用的で学
術的な目的 B に注力することにし、自動車・
半導体産業に加え、半導体材料産業、半導体
製造装置産業、電子機器産業を想定対象に加
えたが、目的 B に合致する場合は産業分野に
拘らず研究対象とした。 
 
(3) 研究の主たる方法は特許、学術論文、新

聞・雑誌、等の公開文書の分析、インタビュ
ー、アンケートである。 
 
４．研究成果 
(1) 主な研究成果は以下の三つである。 
① 半導体材料、半導体製造装置用部品、の
事例の研究により、技術が伝播するための条
件を明らかにした。 
② 異なる企業が共同開発を含めた事業統
合に際し、製品や技術に対する認知を仕様や
評価基準だけでなくより深い認知レベルで
ある製品に対する考え方まで統合する必要
があることを明らかにした。 
③ 開発部署において、いわゆるハイパフォ
ーマーと呼ばれる人は課題の処理において、
課題を構造化し、深い認知レベルであるメカ
ニズムの検討を行っていること、そしてそれ
は経験年数に依存しないことを明らかにし
た。 
 
(2) 以下、①、②、③それぞれについて簡
潔に説明する。 
 
(3) ①技術伝播メカニズムの研究 
 
(4) 新製品開発に関する従来のマクロ視野
やメゾ視野の研究では，技術はあたかも一つ
のパッケージのように取り扱われ，その技術
の中味については詳細に論じられてこなか
った．企業視点・ミクロ視野の研究に位置付
けた本研究では，技術レベルで機能性化学品
の新製品開発事例を分析し，新製品開発にお
ける技術伝播の構造を考察した． 
 
(5) 三井化学のダイアタッチフィルム開発
を取り上げ，筆者の経験的事実を基に技術の
構成要素としての 3つの能力，部材調達能力，
製造能力，製品評価能力を定義した．そして，
『機能性化学品の新製品開発おいて，部材調
達能力，製造能力，製品評価能力の伝播が存
在する』という技術伝播に関する仮説を導出
した．さらに，技術供与体である既存製品と
技術受容体である新製品との間で 3つの能力
が伝播する構造を図式化した下図概念的フ
レームワークを考案した． 
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(6) 続いて、仮説を検証するために，他の
新製品開発事例における技術伝播の構造を
考察した． 
 
(7) 1件目の事例として，三井化学の半導体
用表面保護テープ開発を取り上げ，2 つの新
製品開発の技術伝播の構造を考察した．三井
化学にとって半導体産業への多角化のきっ
かけとなった初期の半導体用表面保護テー
プ開発では，農業産業で長年培われた部材調
達能力と製造能力が三井化学社内の技術者
を介して内部伝播したことを明らかにする
とともに，製品評価能力は顧客や装置サプラ
イヤーを介して外部伝播したことを明らか
にした．また，最近の高バンプウェハ向けの
半導体用表面保護テープ開発では，部材調達
能力は内部伝播し，製造能力と製品評価能力
は外部伝播したことを明らかにした． 
 
(8) 2件目の事例として，JSRのフォトレジ
スト開発を取り上げ，新規リソグラフィー方
式の出現に応じた 6つの新製品開発の技術伝
播の構造を考察した．その結果，製造能力は
一貫して内部伝播したのに対して，部材調達
能力や製品評価能力は内部伝播したり外部
伝播したりと一貫性は見られなかった． 
 
(9) しかし，これら 2 件の事例は，能力の
伝播が内部であろうと外部であろうと，『機
能性化学品の新製品開発おいて，部材調達能
力，製造能力，製品評価能力の伝播が存在す
る』という仮説を強く支持した．さらに、東
京応化工業のフォトレジスト開発における
技術伝播の源泉も調査し、この仮説が三井化
学に止まるものでないことを明らかにした。 
 
(10) 本研究の事例に上図で示したモデル
を当てはめて整理すると、3 つの新製品開発
事例(新製品名: PFR，KRF，オーカレジスト)
では部材調達能力が，別の 3つの新製品開発
事例(新製品名: MY，TPR，OMR-81)では製造
能力が，7 つの新製品開発(新製品名: DAF，
SB，MY，CBR，IX，KRF，ARF)では製品評価能
力が，それぞれ外部伝播していた．必要性の
ない能力はわざわざ外部伝播するとは考え
られないため，この結果は，機能性化学品の
新製品開発において，部材調達能力，製造能
力，製品評価能力の 3つの能力の伝播が必要
であることを示唆する．このとき、内部伝播，
外部伝播の組み合わせには，様々なパターン
が存在することがわかる。パターンは，原理
的に 8 通りであるが，本研究では，(部材調
達能力，製造能力，製品評価能力) = (外部
伝播，外部伝播，内部伝播)というパターン
と(外部伝播，外部伝播，外部伝播)というパ
ターンを除く 6通りのパターンを確認するこ
とができた． 

 
(11) ②事業統合に伴う製品認知の研究 
 
(12)  本研究では、企業の合併・買収 
(Mergers and Acquisitions：以下 M&A と略
す) に伴う企業統合における組織再社会化、
すなわち、統合前の組織に適応して社会化*
した組織成員が統合後の新組織で必要な知
識や価値観などを獲得して再び社会化する
過程、が企業の成果に及ぼす影響の一つを明
らかにした。 
 
(13) 具体的には、組織再社会化の文化的側
面である品質認知に注目した。ここで品質認
知とは、組織成員が、新組織での新たな品質
の枠組み**を理解して受け入れ、かつ当該個
人がその枠組みに沿った適切な行動を触発
されるための準備状態を作り上げる過程を
指す。 
 
(14) 本研究では、企業統合時に品質認知が
どのように進み、それが当該企業の成果とど
のように関係するかについて、一事例を相補
的な三つのフレームワークにより詳細に分
析した。 
 
(15) 第一は、事例データの分析である。M&A 
によって発足したある新会社の 5 年間の事
例データを分析し、統合前後の品質の推移や、
統合後の組織における意思決定プロセスの
効率の変化を明らかにした。 
 
(16) 第二は、事例企業の組織成員に対する
質問票調査およびインタビューである。品質
認知のレベルを直接計測することは困難で
あることから、事例データの分析結果を補強
し、検証するためにこれらの調査を実施した。 
 
(17) 第三は、モデル構築による品質認知の
シミュレーションである。エージェント・ベ
ース・モデルによる事例企業の条件に基づく
シミュレーションは、本稿で示す品質認知に
関する理論と、観測された事例データとの間
の論理的ギャップを埋めるものである。 
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図表7-1. 本研究で取り上げた新製品開発事例における技術伝播の源泉
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(18) 図は実際に観測された現象とシミュ
レーション結果とを重ねたものである。QAブ
ルティンとは品質での新たな問題（インシデ
ント）が見つかった場合に出される速報であ
り、OA 部門が発行する。従って、QA ブルテ
ィン発行日数とは QA 部門の処理時間を反映
している。これに対しクロージング日数とは
インシデントに対する対策が終了した際に
発行する最終報告が出されるまでの日数で
ある。最終報告には次の図に示すように数多
くの部門が関わっている。 

 
(19) 品質に対する基準値は統合前に決め
られている。基準値の決め方自体は QA 部門
が責任を負っているが、何を基準とするか、
すなわち何を品質として考えるかは全社的
な問題であり、より広範囲な部署に広がる抽
象度の高い問題である。 
 
(20) DMI12 は上司や同僚の影響で第二レベ
ルの認知（ここでは品質の基準値の決め方）
がどの程度共通化されるかを示したもので
あり、DMI12 はさらに一段深いレベルの認知
（ここでは品質に対する基準をどう考える
か）が統合される過程をシミュレートしたも
のである。実測とシミュレート結果は良く対
応していることが判る。 
 
(21) これらにより、企業統合後の組織再社
会化の影響に関して、品質認知のレベルと組
織における意思決定の効率とは関連がある
こと、そして、意思決定の効率は、顧客評価

による品質に大きな影響を及ぼすことなど
を明らかにした。 
 
(22) *社会化：個人が自己の属する集団な
いし社会の規範・価値・習慣的行動様式を学
習し、内面化していく過程（社会学用語辞典
による）。 
 
(23) **品質の枠組み：組織および組織成員
の、特性と姿勢とが一体となった、品質に関
する様式である。（著者の定義による）  
 
(24) ③ハイパフォーマーの研究 
 
(25) 個々人の発想を促進するナレッジマ
ネジメントは，知識の蓄積と有効な活用を促
すことによって，研究開発プロセスを向上さ
せる．そして，イノベーションにて得られた
知識の利用を促すことは，実務でのナレッジ
マネジメントに貢献する．これまで，イノベ
ーション分野において，知識の再利用の重要
性について考察されてきた． 
 
(26) 知識の利用は，演繹的推論，意思決定，
及びアナロジに分類され，近年，新規の開発
を伴う問題解決プロセスにおいて，実利をも
たらすという理由から，アナロジへの注目が
高まっている．問題解決にて，アナロジが重
要な役割を果たすことは，過去の文献で議論
され，その効果や種類については論じられて
きた．しかしながら，アナロジを行う個々人
の能力の影響，そして，アナロジが生み出さ
れるメカニズムについての研究は十分では
ない．  
 
(27) アナロジにて行われる写像というプ
ロセスについて，認知科学では，構造写像理
論が提唱されており，対象が持つ関係性に基
づく類似性（構造的類似性）が優先して写像
されることが主張されている．この認知科学
分野での研究成果を発展させ，認知的アプロ
ーチにより，アナロジを介した知識の再利用
においてハイパフォーマの思考プロセスを
明らかにすることは，ナレッジマネジメント
の発展にとって有意義であると考えられる． 
 
(28) よって，本研究では，ハイパフォーマ
がどのような能力を持つ人なのかを明らか
にすることを目的とした．  
 
(29) A 社の医薬品品質試験者へのアンケー
ト，及び，社内で報告された問題解決事例の
分析結果に基づいて行った．研究対象は，65
名の試験者からなり，分析技術のバリデーシ
ョン，試験法の開発，及び製品の品質試験を
担当することで，製品ごとに独立した種々の
試験法について，試験法の開発/向上のため

図６．７ 意思決定指数と品質インシデント・プロセスの効率
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の問題解決を扱っている． 
 
(30) 研究対象において，ピアレビュにより
選ばれたハイパフォーマとその他の試験者
（OE）間にて，問題解決プロセスの差異をア
ンケートにより検証した．その結果，ハイパ
フォーマでは目的に沿った抽象化プロセス
を通して，問題を再定義し，構造的類似性に
基づいて写像を行うことで，知識を再利用す
る傾向が認められた．さらに，この抽象化プ
ロセスの獲得は，ハイパフォーマとその他の
試験者間で異なることが示唆された． 
 
(31) 今後，抽象化プロセスの獲得に有効な
経験や知識を明らかにすることで，本研究か
ら得られる知見が，研究開発組織やその他の
組織におけるナレッジマネジメントシステ
ムの構築へ応用されること，さらには，イノ
ベーションのための人材管理へ応用される
ことが期待される． 
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